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１．はじめに 
本稿では、地方自治体行政（以下「行政」と記す）の動向を基盤とした今
後の公共図書館経営を展望するアプローチのもとに、1960 年代以降の公共図
書館界の住民に対する認識（住民をどのような存在として捉えてきたか）の
変遷を明らかにする。 
以下に、まずは行政の住民に対する認識について、両者の接点として「住
民参加制度」と「公共サービス供給における住民の位置づけ」に着目し、行
政学における関連文献に基づき、それぞれの時系列的な変遷を明らかにする
（2 章）。次に公共図書館（以下「図書館」と記す）と住民の接点として「住
民運動」「図書館協議会」「日常の図書館利用（貸出）」「ボランティア活動」
に着目し、各接点に関する文献に表された、図書館関係者の住民に対する言
説を抽出して時系列に整理し（3 章）、図書館界の認識の変遷を概観する（4
章）。さらに 2 章で表した行政の動向と照らし合わせながら、今後の展望を
提示する（5 章）。 
「住民に対する認識」については、ニュー・パブリック・マネジメントの
議論において大住が表した、住民を「顧客」「所有者」「ステイクホルダー」
の三つの属性として捉える考え方に基づき 1)、次のような 3 種類の認識を設
定した。 
 
①「顧客」としての認識 
政策実施（公共サービス）の受け手として捉え、その要求に応えていく
べき存在として認識する。 
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②「ステイクホルダー（利害関係者）」としての認識 
(A) 政策立案・決定（運営）を、共に担っていくべき存在として認識す
る。 
(B) 政策実施（公共サービスの供給）を、共に担っていくべき存在とし
て認識する。 
以下、これら(A)(B) 2 種類のステイクホルダーについては、前者を「立案・
決定型」、後者を「実施型」として表記する。 
 
２．行政・住民間の関係の変遷 
 
2.1.「住民参加制度」の変遷 
住民参加制度はそもそも、1960 年代の都市化に伴う劣悪な生活環境に対す
る、行政への激しい突き上げを目的とした「住民運動」への対応として、住
民運動に支えられた革新首長らが、参加の仕組みを準備しようとしたことに
端を発している 2)。1963 年の統一地方選における横浜市、京都市、大阪市等
での革新市長の誕生、1967 年の美濃部都知事の誕生などを背景として、全国
革新市長会による『革新都市づくり綱領』（1970 年）では、“住民の行政への
参加を多様に開”き、“住民自治を基礎とした都市の自治”を確立することが
重要な柱として掲げられた。飛鳥田市政(横浜市)の一万人市民集会構想（1963
年）や区民会議（1974 年）、美濃部都政の対話宣言（1967 年）、武蔵野市の
市民委員会（1971 年）、高知市のコミュニティカルテ（1974 年）等が、1970
年代前半の代表的な施策である。鳴海 3) はこのような状況について、直接民
主主義の再評価ないしその復活が提起されたことに意義があるとする。1970
年代前半はまた、豊かな収入に支えられた地方財政が、福祉行政や各種の公
共施設整備に重点的に投入された時期でもあった。住民側は、福祉や医療、
都市計画、土木など、広汎な領域での住民の要求を顕在化させ、一方で行政
は、下記の（1)～(3）に示すような、住民ニーズの把握のための参加の仕組
みを準備した。住民要求への対応が行政の中心課題となったのは、この時期
以降のことである。 
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（1）基本構想の策定 4) 
1969 年の地方自治法の改正により、市町村における総合的・計画的な行政
運営を実施するため、長期にわたる施策の大綱を定める基本構想を策定する
旨の規定が設けられた。基本構想は、市町村の都市計画、振興計画など種々
の基本計画や実施計画の基礎となるものであり、折からの住民意識の向上や
住民参加に対する認識の深まりのなかで、各自治体で審議会の設置やアン
ケート調査、市民集会などの住民意思を反映させる取り組みがなされた。と
はいえ、1976 年の基本構想研究会の報告書『基本構想の課題と展望』では、
参加住民の量的限界や、自治意識の涵養効果の弱さ、抽象的課題に対する住
民意見の表出の困難さ等が問題点として指摘され、多様な方式の併用や地区
単位での身近な課題の意見の積み上げが求められている。 
 
（2）都市計画法の改正 5) 
1968 年における都市計画法の改正により、まちづくりに関する住民参加の
運動論や組織論が様々な形で模索された。「○○市方式」による住民参加の形
態が隆盛を極め、「親切行政」や「対話行政」などをスローガンとした市民懇
談会、市民委員会、市民討論会といった参加方式が導入された。 
 
（3）コミュニティ行政 4) 
1970 年に第 14 次地方制度調査会が“行政に対する新しい住民参加の途を
開くため、新しい地域共同体としてのコミュニティが形成される必要があり、
この要請は特に大都市において切実な問題である”との答申を出したことに
端を発し、地域に関する計画策定を住民の実質的な参加のもと行うという趣
旨の、コミュニティ行政が展開された。1971 年には自治省のコミュニティ対
策要綱が策定され、73 年度までに合計 83 地区が指定された。1973 年度の第
15 次地方制度調査会の答申では、その課題として、計画策定における住民参
加の一層の充実や、単なる施設づくりに終止することなく、施設の活用面で
のコミュニティ活動を推進することなどが挙げられている。また、身近な生
活問題について、住民と行政が一体となって討議し、その決定が行政の施策
として実現されるという過程の繰り返しが、より大きな課題解決の基盤にな
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るとの見解も表されている。 
後述のコミュニティ図書館は、このコミュニティ行政の一環として登場し
た地域の読書施設である（3.1 参照）。 
 
このような様々な取り組みにおける試行錯誤をくりかえしながら、行政は
行政過程への住民参加の制度化やルールづくりを模索した。そして住民参加
は次第に、保守・革新をこえた首長の政治姿勢として、全国の自治体に定着
し市民権を確立しはじめたのであった 3)。本田 6)はこの時期について、“わが
国における参加型行政（participatory administration）がまがりなりにも地
方レベルにおいて定着し出した”と述べている。 
1970 年代後半は、住民運動の激化を背景として、行政は住民との積極的な
対話路線をとり、いわゆる「民意（住民の意思）」を十分に尊重・反映するこ
とがスローガンに掲げられ提唱された。1978 年に神奈川県の長洲知事が「ま
ちづくりの主体は市民である」と宣言し、「地方の時代」「市民自治」などを
提唱したことは、その象徴的な事例である。行政はまちづくりの主役・主人
公として、住民の主体的行動や役割を期待し、例えば真鶴町のまちづくり条
例や世田谷区のまちづくりファンドなど、住民参加によるまちづくりのため
の条例や要綱を制定した 5)。 
1980 年代に入り、住民参加の制度化の取り組みは一層具体化し、国にさき
がけて情報公開制度、環境アセスメント、オンブズマン制度などが各地で設
けられた。また、公募による各種委員会への一般住民の参加機会が設定され
るなど、様々な形での住民参加制度（ルートとルール）が確立された。 
1990 年代以降は、1993 年の行政手続法の制定に拠る行政の公正・透明化
や、公共事業の計画策定段階からの住民参画の制度化等の取り組みがなされ
ている。また、行政と住民が対等の立場で自由に意見交換し、審議・討議の
中から合意形成し、政策参加（共同参画）していくといった新しい参加スタ
イルが探求されている。箕面市や日野市をはじめ、すでに多くの自治体がこ
れを推進するべく、報告書の作成や、推進計画・推進条例の制定等を進めて
いる 7)。 
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2.2.「公共サービス供給における住民の位置づけ」の変遷 
公共サービスの供給において、行政が住民の存在をどのように位置づけて
きたかについて、岡田は 8)「民間部門に対する公共部門の認識」として三つ
の段階を表している。その第１段階は「民間部門を公共サービスの提供者と
することを拒否する時期」であり、これは 1960 年代の住民運動においてみ
られた行政の冷淡・抑圧的な態度・対応に依拠している。続く第２段階は、
1980 年代の日本型福祉社会論における自助共助公助の役割分担の発想に基
づく、「公共部門が民間部門を射程に組み込む段階」である。その背景には、
膨大な財政赤字の累積により、従来のサービス供給の維持が困難となった状
況がある。第３段階は 1990 年代以降であり、日本型福祉社会論の対応不全
に基づき、NPO をはじめとする市民活動の存在を認める「一定の公益を担
う新たな存在としての積極的な評価の段階」である。このような岡田の整理
は、住民に対する行政の認識の変化を端的に捉えられる点で有意義であると
いえる。 
ただし、補足事項として下記の２点を挙げておく。一つは、第２段階の状
況として、減量経営論が展開された日本都市センターの『新しい都市経営の
方向』（1979 年）や、第二次臨時行政調査会の答申（1981 年）、地方自治経
営学会による『自治体行革を阻害する国の側の要因：その実態と改革の方向』
（1984 年）等で、地域住民によるボランティア活動が言及されたことである。
財政赤字による人員削減を背景として、行政は住民をボランティア活動の主
体としてその射程に組み入れたといえる。 
二つ目は、第３段階とされる 1990 年代以降の状況についてである。人
見 4) は“これまでも行政は住民「参加」制度の構築という形で充分にその
存在を意識してきたが、その関係性の限界（及び行政自身の限界）をふま
えて、現在は「協働」という観点から住民の存在を＜改めて＞認識してい
る”と指摘する。「協働」をキーワードとした住民の存在に対する行政の大
きな期待は、『地方分権推進委員会最終報告：分権型社会の創造：その道筋』
（2001 年）における、“公共サービスの提供をあげて地方公共団体による
行政サービスに依存する姿勢を改め、（中略）地方公共団体の関係者と住民
が協働して本来の「公共社会」を創造してほしい。”や、第 27 次地方制度
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調査会答申（2003 年）における、“地域における住民サービスを担うのは
行政のみではないということが重要な視点であり、住民や、重要なパート
ナーとしてのコミュニティ組織、NPO その他民間セクターとも協働し、相
互に連携して新しい公共空間を形成していくことを目指すべきである。”な
どの文言に具体的に表れている。さらに、これらの文書がいずれも、行政
の限界の認識やその機構の膨張に対する危機感、および、新たな公益主体
としての NPO の急速な成長という状況認識に基づいて作成されたもので
あることに鑑みれば、第 3 段階における住民に対する存在認識の高まりは、
住民が担い手として十分な資質を有するとの判断に拠るものであるといえ
る。すなわち、財政赤字を主たる要因とする第 2 段階との違いはこの点に
ある。具体的な事例としては、杉並区の「協働ガイドライン」の策定や、
志木市の行政パートナーの導入などがある 10)。図書館についても、NPO 法
人との協働を標榜する鳴門市立図書館の事例が挙げられる 11)。とはいえ、
「協働」についてはその必要性、あり方、推進方法などの検討や模索が続
けられているのが現状である 12)。 
 
2.3. 行政の住民に対する認識の変遷 
以上のような行政の動向について、「住民参加制度（2.1.）」からは、ステ
イクホルダーとしての認識の一種である「立案・決定型」の認識を、「公共サー
ビス供給における住民の位置づけ（2.2.）」からは「実施型」の認識を捉える
ことができる。 
前者については、1960 年代の革新首長らによる住民運動への対応を端緒と
し、1970 年代の基本構想における住民意思の反映への取り組みや、計画策定
において実質的に住民が関わるコミュニティ行政の展開などの試行錯誤を経
て、1980 年代には、情報公開制度や市民オンブズマン制度、各種委員会の公
募などの多様な制度の確立をみている。さらに 1990 年代以降は、行政と住
民が対等の立場で審議し、双方の合意形成のもとに政策立案・決定を行うと
いう、新たな参加スタイルが探求されている。これらの動向から、「立案・決
定型」の認識の変遷は、＜発端＞→＜模索＞→＜確立・多様化＞→＜拡大＞
ということになる。各制度の実態としての成果はともかく、少なくとも行政
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は一貫して、政策立案・決定について共に担っていく相手として、住民の存
在を認めてきたといえる。 
後者については、行政が住民の存在をその射程内としたのは 1980 年代の
ことであり、財政赤字や減量経営を背景としたボランティア活動への期待を
端緒とする。1990 年代以降は、活発な住民の（公共的）活動の実態をふまえ、
「協働」の概念のもとに重要なパートナーとして位置づけている。このよう
な動向から、「実施型」の認識は、＜発端＞→＜拡大＞ということになる。 
これらの変遷を概観した結果を、表１に示す。 
 
表１ 行政の認識の変遷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．図書館・住民間の関係の変遷 
図書館界の住民に対する認識を探るにあたり、まずは塩見 13)が図書館づく
りへの住民参加という観点から示した、 
①請願や陳情などの住民運動としての参加  
②図書館協議会などの制度的参加  
③予約サービスなど日常の利用を通しての参加  
積極的な評価
重要なパートナー
対等な立場での
合意形成の探求
1990年代
以降
射程に組み込む
財政赤字・減量経営を背景
としたボランティア活動への期待
情報公開制度
市民オンブズマン制度
各種委員会の公募
1980年代
基本構想策定における
審議会，アンケート調査
コミュニティ行政の展開
1970年代
拒否住民運動への対応
1960年代
公共サービス供給
における住民の位置づけ住民参加制度
発端
模索
確立
多様化
拡大 拡大
発端
ステイクホルダー
立案・決定型
ステイクホルダー
実施型
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④ボランティア活動など図書館活動そのものへの参加 
の４つの形態を、図書館と住民との具体的な接点として想定し、それぞれを
テーマとする図書館関連の文献（雑誌記事・論文、『中小レポート』14）『市
民の図書館』15)『公立図書館の任務と目標：解説』16)『図書館ハンドブッ
ク』17)等）より、図書館関係者の住民に対する見解を表している記述を採取
し、それらを取捨選択しつつ時系列に整理する。 
 
3.1. 図書館づくり住民運動 18) 
 
1960 年代初頭の状況については、 
 
図書館が予算的財政的に弱いのは、地域住民のバックアップ、強力な要
望があまり出てこないからです。（中略）無理にそういうバックアップを得
るために、移動図書館などを通じて団体を作って貰い、その団体に働きか
けて陳情、請願をこちらから頼んでいるわけですよ。これでも頼んでいる
方はよい方で、頼むすべをもっていない方が今日の図書館界で多いのじゃ
ないかと思います 19)。 
 
慢性的な貧弱状況を打破するための図書館関係者のし方をみると、主権
者である住民の関心と要求をもりあげて、予算を増額せざるを得ないムー
ドを作り出すという、民主主義の基本線は例外にとどまり、（中略）理事者
へのお願い、文部省への陳情、住民運動抜きの法的措置の要望などが繰り
返されている 29)。 
 
などの言説等より、住民運動を希求しつつも、実際には住民不在のまま図書
館が独自にその発展方策を探っていたことが窺い知れる。 
このような状況に転機をもたらしたのは、1960 年代後半以降の日野市立図
書館や、それに続く町田市や府中市等の実践であった。実際の図書館活動に
接した住民、特に文庫活動の担い手を中心として、図書館設置のための住民
運動が展開され始めた。藤井 21)はこの状況を、“日本の図書館史のページに
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はかつてなかった、「市民の、市民による、市民のための図書館」への動きが
各地ではじまろうとしている”と記している。こうした住民運動に対して図
書館関係者は、“図書館の側から住民の人たちと結びつく努力は絶対必要”22)
“（「予算がないので」と対応する）公務員としての意識よりも図書館員の立
場として何らかの形で住民に応える意識をもたなければならない”23)、図書
館の躍進を心に期している図書館員にとって、文庫関係者による住民運動は
“頼もしい援軍”24)であるなど、住民との協調を意識した見解が表明されて
いる。塩見 25)は住民運動の成立要件の一つとして、運動への協力を自覚した
図書館員の存在を挙げている。さらに、図書館問題研究会では、『図書館要求
（請願・陳情）事例集』26)を刊行するなどして、全国各地の請願・陳情運動
を紹介した。 
1980 年代初頭にコミュニティ行政の一環として登場した「コミュニティ図
書館」の存在は、図書館界では「図書館法に基づかない図書館」の設置であ
るとの問題意識のもとに、様々な議論が交わされた。特に図書館の運営をコ
ミュニティ活動として位置づけ、これを全面的に住民が担うとするあり方、
すなわち専門職員としての図書館員不在の構想に対して、“住民がやりたいこ
とをできる範囲でやればよいという論理であり行政の責任放棄である”27) 
“住民にそこまで要求すべきでない”28)などの批判的見解が示された。住民
の立場からも、あくまで住民主体の運営を貫こうとする行政に対して、専門
職員の必要性を主張したという事例（三鷹市）が報告されている 29)。久保 30)
は、このような状況に対して、住民の「正しい認識」と行政の「基本的な思
い違い」が端的に現れていると指摘した。ただしこうした批判の一方で、コ
ミュニティ図書館という施策が現れたのは、日頃の図書館員の活動が住民の
支持を得ていなかったためかもしれないとの自省の弁や 31)、“図書館づくり
運動の延長としての図書館建設への住民参加はあったが、図書館運営への住
民参加という点ではまったく不十分だった”ことを指摘し、図書館協議会を
はじめ、住民と図書館員との密接な関係を基盤とした図書館活動を展開して
いる置戸町の事例を挙げ、“このような図書館では、コミュニティ図書館など
発生する余地はない。”27)とする見解などが表されている。 
1980 年代の後半には、経済状況の変化に伴う行政改革による「公社委託」
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に対して、たとえば「みんなの京都市立図書館、社会教育センターをつくる
会」「足立区によい図書館をもっと作る会」などの住民団体が結成され、反対
運動が繰り広げられた。足立区については、一部の図書館員も組合の立場か
ら運動に関わっていたが 32)、しかし一方で松岡 33)は、「図書館が行政改革の
対象とされ、委託や廃館が検討されているということを、図書館とは十数年
来の協力関係にある利用者には知らせていない」という住民からの発言を引
き、それが図書館員の状況を示す“象徴”であるとして、住民とともに運動
に取り組む必要性に言及した。委託が意味するものをもっと広範に人々に知
らせていくべきであるとする住民の立場からの指摘 34)は、松岡の状況認識を
裏付ける。大串 35)は、委託を含めた一連の行政改革の動きに対する議論は、
経営の合理化と住民自治を前提としたうえで、図書館界が政策論争を巻き起
こして住民自身に選択を迫る必要性があると指摘した。また薬袋 36)は、足立
区の運動の経験においては、社会の図書館に対する理解の不十分さと、図書
館関係者の図書館に関するＰＲ不足を痛感したと述べ、図書館行政に影響力
をもつ教育長、首長、教育委員、議会、自治会長やマスコミ関係者らに対す
る取り組みが必要であると表した。これらの指摘は、住民（の要求）と行政
（の責任）と図書館（の創意と熱意）の三者の関係がギクシャクした不整合
を示すとき、委託などのいわゆる行革の対象とされるとする塩見 37)の見解に
通じている。一連の委託の議論では、図書館の状況を図書館自身が広く住民
に「知らせて支持を得る」ことの必要性が、図書館の課題として引き出され
たといえる。『転換期の図書館構想：新しい視点からの提言』（東京都区職員
労働組合）、『区民と共に歩む図書館の創造にむけて』（文京区職労図書館分会）
や、『2001 あだちの図書館：21 世紀をめざす区民のための図書館サービス計
画への提言』（足立区職労図書館分会）は、こうした考えに基づく実践事例と
して位置づけることができる 38)。 
1984 年の全国図書館大会について林 39)は、“住民運動は建設後にも継続し
ていくべきであり、図書館に関する学習のもとでの住民参加が強調された”
と報告し、さらに“図書館員は日常業務とともに、住民参加の図書館づくり
運動の多様な方策について考えていかなければならないのではないか”と指
摘した。大串 40)も、行政改革下における図書館の方向性として、図書館運営
公共図書館界の住民に対する認識の変遷 － 1960 年代から現在まで － 
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への日常的な住民参加は必須であると指摘している。1987 年における日本図
書館研究会のシンポジウムは、「開かれた図書館づくりへの市民（利用者）参
加」をテーマとして開催され、図書館の中身づくりに関する多様な住民参加
についての議論が展開された 41)。これらの状況は、この時期に、既設図書館
の運営に関する住民参加の必要性が強く意識されていたこと示すものである
といえる。一方で前出のシンポジウムでは、“図書館運営は図書館員が住民の
期待や要望を察知して進めていくものであり、住民の意見を聞く必要がない
とする考え方が図書館には根強くある”として、これを“矮小化された専門
性”と危惧する見解が示されており 42）、運営面における住民不在の実態をう
かがい知ることができる。 
1990 年代に至り、斉藤 43)は、1970 年代までの住民運動は「要求」がほと
んどであったのに対し、1980 年代は「つくる会」といった団体名のもとに、
実態調査による白書の作成や、政策提言をする段階に進展してきたとの運動
の質的変化と、“与えられる図書館ではなく、つくっていく図書館がよい”と
する住民意識を指摘している。こうした状況を西野 44)は、住民はすでに単に
要求しつくらせる側にいるのではなく、自らも主人公として図書館づくりに
関わっていこうとする道筋を歩んでいる、と表している。また、21 世紀の図
書館の展望についての座談会において西村 45)は、住民はすでに主体的に図書
館に関わろうとしている・関わっているが、図書館に受け止める土壌（シス
テム）がないと感じる、と述べている。前田 46)は先の斉藤の言説 43)を引いて、
住民の変化は図書館員にとって聖域でもあった運営方針など基幹部分に抵触
するため、図書館と住民との間に緊張関係や軋轢が生じてきているとする。
さらに、“住民は図書館員の用意した資料や施設を黙って利用していればよい、
という意識が潜在的に働いているということもできる”との指摘は、前述の
“矮小化された専門性”42)と同様の見解であるといえる。これらの見解は、
住民の変化への図書館界の対応不全を示すものとして捉えることができる。 
長年にわたる資料費削減状況下における予算の獲得については、その打開
策として、単純に住民運動のバックアップを期待する見解が散見される。し
かし大橋 47)は、資料費削減の実態は、他館から借り受けて提供することなど
もあって利用者には見えにくく、さらに図書館が積極的に宣伝することはな
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いため、住民運動を誘発する社会問題にはなりにくいと指摘し、その解決策
として、図書館サービスについての利用者、自治体関係者、議員等との共通
合意をつくることや、予算、運営のあり方などを住民（利用者）に公開し、
参加型の図書館運営を行っていくことなどが必要であるとしている。さらに、
1990 年代後半以降の業務委託や指定管理者制度といった状況に対しても、大
橋 48)は重ねて、図書館の運営や決定に住民の意思や意見を反映した「参加型
図書館運営」の必要性を主張し、具体的な方途として、予算、選書・廃棄基
準などの図書館に関する情報の公開や、利用者懇談会、利用者アンケートな
どを提言している。 
 
3.2. 制度的参加としての図書館計画委員会・図書館協議会 
図書館建設計画策定時における制度的参加の代表的な事例としては、松
原市や東村山市が挙げられる。中でも委員 12 名中、7 名が住民であった東
村山市の図書館専門委員会は高く評価され、1973 年には雑誌「現代の図書
館」が特集を組み、詳細な資料を公表した 49)。1976 年の『市民の図書館（増
補版）』15)にも、初版（1970 年）以降の状況の一つとしてその活動が取り
上げられている。森 50)は東村山市の状況について、図書館から本を届けら
れていた住民が、図書館の計画立案に参加するところまで住民参加は前進
している、と評価した。福島 51)は平和台図書館（練馬区・1976 年開館）に
ついて、住民の声を図書館建設に反映させるために設置された建設懇談会
が、開館後には利用者懇談会と形を変えて継続していることを紹介し、図
書館側の住民参加に対する考え方が低次元であるにもかかわらず、図書館
と住民とのパイプが存続していることに、建設懇談会の意義を見出してい
る。時を経て 2000 年代に至り、森田 52)は置戸町立図書館の新館建設基本
計画の策定において、行政の委嘱した固定メンバーによる組織をあえて置
かず、図書館員自らが住民への意見聴取を行っていると報告し、これを“形
式的な住民参加への反省を込めた取り組み”“未知への挑戦”“協同の関係
づくりへの試金石”と意義づけている。 
図書館法が図書館運営への住民意思の反映として強く期待した図書館協議
会については、“その機能を十分発揮したという例をあまり多く聞かない”53)
公共図書館界の住民に対する認識の変遷 － 1960 年代から現在まで － 
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“設置率は高くない”54)、“義務設置となっていないため、おかれていないと
ころも多く、住民の度重なる要求運動によってやっと設置されるような現状”
であり、“設置されても、それが本来の機能を果たさず、逆に行政の隠れ蓑と
して存在することもある”55)、“全体的には形骸化、お荷物扱いされているも
のが多い”56)など、一貫して不活発な状況を示す記述が見られる。住民の立
場からも“個人的には協議会は本当はほしいけれど、それが単なる隠れ蓑に
なってしまって、図書館協議会が住民の意見を吸いあげているから、あなた
方はそんなことをいってこなくてもいいのですよ、というような形になって
しまったのではという思いがあります。”57)と、その存在に懐疑的な発言も見
られる。“市民や専門家の声が反映されるばかりか、図書館運営について住民
とコンセンサスを得る第一機関”54)、“住民とともに歩む図書館を志向するな
らば、より重視されるべきである”58)、“諮問機関プラス提言機関としての機
能をさらに高めていくべきだとの指摘は至当である”56)などの、「あるべき論」
と実態との齟齬は大きい。こうした状況の要因としては、利用者の声を反映
しにくい委員構成の制約が挙げられており 59)、協議会と文庫のかかわりが全
くない名古屋市の事例などが、問題提起として示されている 60)。森 53)は、教
育委員会ではなく館長の諮問機関にすぎないとする図書館協議会の法的位置
づけの低さに言及し、住民運動との連動による克服を提言している。塩見 56)
や石塚 61)も、協議会等の審議と運動との連動の必要性を指摘している。1987
年に、教育委員会規則による「図書館運営協議会」という独自の制度的参加
方式を採った中野区の事例については、利用者の代表が最大多数となる委員
構成であることに加え、公募枠を設定していること、教育委員会直属の付属
機関としての位置づけ、職員参加などが、その特徴であるとされている。こ
うした形態については、実効性のある柔軟な対応が可能である点を高く評価
する見解がある一方で 56)、図書館協議会の可能性を限定的にとらえているこ
とは遺憾だとする指摘もある 61)。 
地方分権改革の流れの中での図書館法改正（1999 年）において、図書館協
議会の委員構成の大綱化（第 15 条）がなされた。これについては、おおむ
ね悪くないとの評価とともに、多様な人材による協議会活動への期待が示さ
れている 62)。また実態として、住民運動団体のメンバーや一般利用者を委員
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としたり、会議の傍聴を認めたり、議事録をホームページで公開するなどの
事例が増加傾向にあることが報告されている 63)。 
 
3.3. 日常の利用を通しての参加（貸出） 
 住民の「日常の図書館利用」ということでまず想定されるのは、やはり「貸
出」である。塩見 13)が例とした予約サービスも、そもそもは「貸出」に重点
をおいた日野市立図書館がモットーとした「何でも、どこでも、誰にでも」
の、「何でも」を実現するために始められたものであり、『市民の図書館』15)
では、「貸出」の量を伸ばすための一方策として位置づけられている。従って
ここでは、「貸出」における図書館関係者の住民に対する見解に焦点をあて、
その変遷をたどることにする。 
『中小レポート』14)は、“現状の中小図書館の多くは、あまりにも貧しく、
市民の利用に十分耐え得ないどころか、やっと息をつないでいるような図書
館も相当ある。当委員会は、このような現状では図書館がヂリ貧におちいり、
市民にまで見離されるのではないかと強い焦燥感をもたざるを得なかった。”
との状況認識に基づき、“日本の公共図書館は当面、まずあらゆる手をつくし
て、市民に愛され、支持される図書館となるよう努力しなければならない”
“市民の一人一人がその実際的利用を通して、身体で図書館の有用性を把握
してもらうべく努力しなければならない”など、なによりも図書館を住民の
「身近な存在」とする取り組みの必要性を表した。また前川 64)は、住民の抱
いている図書館像について、「学生の勉強場所」が最も一般的であり、次いで
「貴重な（古い）本を保管し閲覧させる施設」、そして、それほど一般的では
ないが「読書普及のための行事をしたり読書会を育てたりする機関」もある
とした上で、いずれも住民の大多数には直接関係がないという意識をもたれ
ている、と指摘した。 
こうした状況において、住民への貸出を徹底することにより、住民の図書
館に対する旧来のイメージを打ち破り、図書館が住民の身近な存在となる端
緒となったのが 1965 年に開館した日野市立図書館であった。後の 1967 年に
は図書館問題研究会が、貸出しを大幅に伸ばすことを提起している 65)。この
ような動きについて当初は、“公共図書館の活動は貸出冊数が多いというのも
公共図書館界の住民に対する認識の変遷 － 1960 年代から現在まで － 
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高く評価されるべきではあるが、その読書がその人たちの生活の中で持って
いる意味が問題ではないだろうか”66)“図書館の主要な機能が現実の中でど
のようにうけとめられているかを確かめるという不断の作業がなくして“資
料の提供”のもつあるべき姿を思い描くことはできないと思う”67)といった、
貸出の「量（貸出冊数・利用者数）」ではなく貸出す図書の「質」を問うべき
とする見解も表された。しかし日野市に続いた府中市や町田市の実績や、『市
民の図書館』15)の普及により、「住民の（図書の）要求に応える」図書館のあ
り方は、各地の図書館に浸透していった。そのような中で、「住民の（図書の）
要求に応える」ことによって得られた住民の支持が、図書館の実績として図
書費の獲得を実現し 15)、さらには自治体の中での図書館への評価と認識を高
め、施設、人員等の予算確保にも結びつくとする 68)、図書館発展の方途が確
立された。求められた図書を「草の根分けても探し出し」提供するという言
葉が生まれ、後には利用者との対話等から「潜在的な要求を引き出し」これ
に応えることの重要性が説かれるようにもなっている 69)。 
前川は、日野市立図書館における図書館と住民との関係について、住民運
動の起きようもない地点から、住民が欲しくなる図書館をつくることによっ
て、住民のより高い要求が引き出され、それによって図書館はより一層高い
サービスを実行してきたと、図書館と住民との相互作用を主張している 70)。
しかし一方で鈴木は、開館後 10 年を経た日野市立図書館に寄せて、「図書の
要求に終始する住民（利用者）」と「要求への対応に専念する図書館」、「行政
と図書館の考え方の乖離」「観客の立場にとどまる（利用者以外の）住民」と
いう状況に対する危惧を、次のように表している 71)。 
 
それは利用者相手のキャッチボールのように見える。図書館は投げるの
が専門、利用者側は受けるのが専門。投げ手の側では受け手の指示どおり
の位置に投げようと必死だ。受け手は受け手であることに忠実なあまり投
げ手のコンディションにまで配慮がいたらぬばかりか、投げ手とコーチの
間のサインの行違い、考えの相違に気付くほど客観的でない。投げ手はと
にかく投げぬかなくてはならない。観客はただただ両者の真剣な取り組み
に拍手を送るだけだ。（中略）利用者と図書館との交流は貸出しを中心にか
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なり頻繁な反面、図書館を客観的に評価し一市民として市政にこれを位置
づけ図書館そのものを自らのものとして見守る市民のかげが薄い。利用者
と市民とは、図書館の内と外に分かれる立場として整理したい。 
 
1980 年代後半以降の図書館業務の委託について、前田 72)は委託反対の立
場から、貸出や予約は単なる資料の受け渡しではないとし、“資料提供の過程
に、司書と利用者が互いに学びあう相互形成作用が生まれる。一冊一冊の、
きわめて個性的な資料提供の経験とその蓄積が、司書の成長をささえ、利用
者が必要とする資料を確実に提供できるようになる。”と、専門職員が図書館
業務を担う意義を論じている。一方で塩見 73)は、“身近に、気軽に利用でき
る”“明るく親しみ安い”“無料で読みたい本が借りられる”という人びとの
図書館のイメージが、図書館の仕事は誰にでもできると判断されかねない状
況を招き、それが委記の要因となっているのではないかと指摘した。このこ
とは、文庫活動を通して図書館の事情をよく知る住民の立場から古賀 74)が、
図書館は貸出の量（貸出冊数等）を強調しすぎており“貸出しの後ろにある
図書館の仕事がとてもわかりにくい”と指摘し、さらに、図書館の公社委託
について気にもとめない利用者の方が多いのではないか、年中無休をサービ
ス向上と捉えるのが一般の利用者のごく普通の反応ではないか、と表してい
ることと通じている。貸出が図書館を、住民の要求に応えるサービス機関へ
と変え、住民の大きな支持を得てその発展を支えたサービスであるとの歴史
的意義は、図書館界において一般に容認されている 17)。とはいえ上述のよう
な言説は、図書館業務における貸出の位置づけについて、図書館側と住民と
が、必ずしも相互に理解し合う関係にあるとはいえない状況であることを表
しているといえる。 
 
3.4. ボランティア活動 
視覚障害者に対する朗読サービスや児童を対象とした読み聞かせなど、一
部の図書館業務は長らくボランティアに支えられ発展してきた 75）。鈴木 76)
はボランティアが業務を担う意義について、実質的に実践段階で役に立つと
いうだけでなく、住民自身が広い視野で福祉活動を考えるようになることで
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あるとし、このことを高く評価している。しかし一方で拝田 77)は、松原市の
事例をもとに、図書館側が相当に確固とした意識を持続させていかなければ、
不信感を呼び起こすことになると、両者の関係構築の困難さを指摘している。 
1986 年に「社会教育施設におけるボランティア活動の促進について」（文
部省社会教育審議会社会教育施設分科会）が出されたころから、図書館にお
けるボランティアの議論が本格化してきた。この文書を端緒とするボラン
ティア活動の政策化については、伊藤 78)が“ボランティアに図書館業務を依
存する姿であり、ボランティアの役割を曖昧なものにしている”との批判的
見解を示しているほか、『公立図書館の任務と目標：解説』16)でも、その初版
（1989 年）では、図書館員を「指導者」としての少数の司書と、その他多数
のボランティアを含む人員によって構成しようという発想であり“同意でき
ない”としている。この時期（1980 年代後半）の図書館界はボランティアの
受け入れに積極的ではなかったとの小川 79)の指摘は、妥当であるといえる。 
1990 年代以降、ボランティア活動は図書館員の通常の業務を超えた領域、
十分に手の及ばない部分を補うものであるとする考え方に基づき、図書館
員とボランティアとは一線を画しつつ共に活動する関係にあるとの見解が
見られる。たとえば菅原 80)は、入院患者サービスにおけるボランティアは
補助者ではなく、具体的業務遂行のうえで弱点をカバーするような、相互
に補い合う対等の立場という認識が必要であるとしている。ちば 81)は、図
書館への住民参加として積極的に捉えつつも、あくまで自主的なものであ
るとして、“ボランティアがいなくても開館できるし募集しているわけでも
ない”と述べている。室崎 82)は、ボランティアは図書館が提示した作業を
担うにとどまるとする市川市立図書館の事例を紹介している。 
伊万里市民図書館での実績に基づき犬塚 83)は、図書館は図書館の理念や
図書館員の専門性を、個々の活動とあわせてボランティアと話し合う必要
があると指摘する。北村 84)は住民の立場から、図書館と住民との共同事業
についての議論不足を指摘し、図書館は“しっかりした運営方針をもって
住民と率直に話し合いながらそのあり方を検討するべき”であるとしてい
る。ボランティアの立場からも、ボランティア活動に対する図書館側の“と
まどい”を解決するためや、ボランティアの目的と図書館側の条件をすり
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合わせるための、図書館・ボランティア間での協議の必要性が指摘されて
いる 85)。先の犬塚の指摘は、図書館におけるボランティアの位置づけを探
る一つの方策を示していると捉えることができよう。 
４．図書館の住民に対する認識の変遷 
前章について、1 章で設定した 3 種類の「住民に対する認識」を当てはめ
ると、「図書館づくり住民運動（3.1.）」と「制度的参加（3.2.）」は、ステイ
クホルダーとしての認識の一種である「立案・決定型」の認識を、「ボランティ
ア活動（3.4.）」はステイクホルダーの「実施型」の認識を表すものであり、
「日常の利用（貸出）（3.3.）」は「顧客」の認識を表すものと捉えることが
できる。このような観点のもとに、1960 年代以降の図書館界の住民に対する
認識の変遷を、塩見 86)による時代区分（4.1.～4.3.）にもとづき概観する。（併
せて表 2 も参照されたい。） 
 
表２ 図書館界の認識の変遷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ボランティア活動図書館づくり住民運動制度的参加日常の利用：貸出
　
1980年代
　1990年代
以降
1970年代
1960年代
ステイクホルダー
実施型
ステイクホルダー
立案・決定型顧客
住民と共に図書館を設置し，
設置後は要求に応える
図書館員の主導による運
営とサービス供給
図書館員主導の限界
住民と共に担う傾向
発端発端
進展
希薄
発展兆候
希薄
希薄
停滞
( )
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4.1. 1960 年代から 1970 年代初期：活動指針の発見と共有期 
この時期の図書館設置を要求する住民運動や図書館建設委員会等に対する
種々の見解からは、「立案・決定型」の認識の＜発端＞を、また、その住民運
動のきっかけとなった、貸出中心の図書館への指向からは、「顧客」の認識の
＜発端＞を捉えることができる。すなわち、住民と共に図書館を設置し、設
置後には住民の要求に応えることが図書館界の通念とされた時期であるとい
える。 
 
4.2. 1970 年代から 1980 年代前半：図書館づくりの進展の時期 
住民が運営を担うコミュニティ図書館に対して表された、専門職員が不在
である点での批判的見解は、すなわち図書館員の存在意義の主張であるとい
える。また、図書館運営に関する住民と図書館の関係についての自省的見解
が表されていることや、図書館協議会の低調な実態などを併せて勘案すると、
既設図書館の運営における「立案・決定型」の認識は＜希薄＞であったと捉
えることができる。さらに、貸出を基調とした図書館発展の方途の確立や「草
の根分けても・・・」といった用語の登場など、貸出という形で徹底して住
民要求に対応していくことを指向する図書館界の状況をうかがい知ることが
でき、「顧客」としての認識は＜進展＞したといえる。すなわち、図書館員が
図書館全般（運営面・サービス面）を担うことが通念とされた時期であると
いえる。 
 
4.3. 1980 年代から現在：低成長下の図書館づくりへの模索の時期 
行政改革にもとづく委託問題において露呈した、「住民に知らせて支持を得
る」ことの欠落の指摘や、図書館運営における住民参加の強調、“矮小化され
た専門性”への危惧、住民意識の変化への対応不全などから、引き続き「立
案・決定型」の認識は＜希薄＞であると捉えることができる。ただし、この
ことが図書館界の課題として提起されている点が、前の時代との相違である。
しかしながら、図書館法改正（1999 年）を契機とする図書館協議会に対する
期待感や、その変革の実態には、この認識の＜兆候＞を見出すことができる。
一方で、図書館業務における貸出の位置づけについての、図書館と住民との
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考え方の齟齬は、「顧客」としての認識の＜停滞＞を捉えることができる。こ
の時期より始まるボランティアについては、当初の消極的な見解と、その後
の多様な見解や実態から、「実施型」の認識の＜希薄＞から＜発端＞へという
変遷を捉えることができる。すなわち、運営・サービス面における図書館員
主導の限界に対する意識化ともに、住民と共に担っていこうとする傾向が見
られる時期であるといえる。 
 
５．おわりに：今後の図書館経営の展望 
 本研究により、図書館界の住民に対する認識としては、住民と共に図書館
運営を担う認識が、長らく不十分なままであることが明らかになった。また
一方で、住民と共に図書館サービスを供給するという認識については、その
兆しが見え始めた段階にあることを明らかにした。このような図書館界の認
識は、運営面については、時代を追うごとにその認識を拡大させてきた行政
の動向とは対照的であり、サービス供給の側面では行政との整合性を見出す
ことができる。 
最後に、冒頭で示した「自治体行政の動向を基盤とした今後の公共図書館
経営を展望する」という枠組みに立ち戻り、本研究で得られた知見に基づく
今後の展望を示すとすれば、下記の２点となる（表３）。 
（1）図書館運営における糸口は、最近の図書館協議会の動向に見出しうる
といえる。住民参加制度を活用した図書館経営は、行政の動向と整合性
をもつことはもとより、委員の大綱化は、住民運動との連動という「あ
るべき姿」を実現する契機として位置づけることができる。 
（2）図書館サービスの供給については、行政の動向をふまえて、サービス
の供給を共に担っていく相手として住民を捉える認識のもとに、そのあ
り方を追求することが妥当であるといえる。ただし、各図書館の状況に
見合ったあり方を見出すためには、図書館の現状を広く住民に公開した
うえで、ボランティアと図書館間の「協議」や、（住民運動と連動した）
図書館協議会での「審議」が不可欠である。 
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表３ 図書館経営の展望 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今後は、住民側の図書館に対する認識を探るとともに、図書館協議会や図
書館ボランティアなどの実態調査を行うことにより、「図書館と住民間の関係
性」を観点とする図書館経営についての検討を進めていく予定である。 
 
付記：本稿は、2005 年 10 月 22～23 日に開催された「日本図書館情報学
会、三田図書館・情報学会合同研究大会」における発表内容及び要
綱原稿（p29-32）を、大幅に加筆、修正したものである。 
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